
（別添）

団体名 兵庫県  加古川市

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの）（百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの繰

入金

一般会計 74,531 74,211 320 105 84,837 －

老人保健事業特別
会計

33 33 0 0 － 24

公園墓地造成事業
会計

274 212 62 62 － 45

水質調査事業特別
会計

31 31 0 0 － 12

夜間急病医療事業
会計

375 304 71 71 59 95

緊急通報システム
事業特別会計

19 17 2 2 － 8

歯科保健センター
事業特別会計

112 79 33 33 84 28

普通会計 74,998 74,510 488 256 84,980 －

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの繰

入金

水道事業会計 5,604 5,064 540 － 12,409 313

病院事業会計 8,914 8,881 33 － 7,523 877

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
135 135 0 0

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
145 171 △ 60 △ 60

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
9,344 9,374 △ 108 △ 143

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
9,034 9,066 △ 110 △ 143

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
310 308 2 0

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
302 303 2 0

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
20,710 20,885 △ 175 △ 179

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
16,458 16,653 △ 195 △ 195

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
10,895 10,847 48 48

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
84 59 25 25

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

（総収益） （総費用） （純損益） （不良債務）
248 224 24 －

加古川市・高砂市
宝殿中学校組合

127 106 21 21 88 24.8%

加古川市外二市共
有公会堂事務組合

2,136 3 2,133 2,133 － －

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体から
の出資金
（千円）

当該団体から
の補助金
（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高
備考

加古川市土地開発
公社

247,709 1,528,866 5,000 － － 25,060

（財）加古川総合保
健センター

97,118 4,284,601 11,421 166,801 － －

（財）東播臨海救急
医療協会

816 31,803 8,628 166,560 － －

（財）加古川市文化
振興公社

△ 13,787 556,866 500,000 44,156 － －

加古川商工開発
（株）

38,702 1,359,439 266,000 － － －

（財）加古川食肉公
社

△ 54,805 1,423,613 45,000 143,247 － 552

（財）加古川市国際
交流協会

3,961 728,974 700,000 9,738 － －

（財）加古川市コミュ
ニティ協会

15,334 713,364 700,000 41,985 － －

加古川再開発ビル
（株）

67,925 776,215 127,500 － － －

（財）加古川市ウェ
ルネス協会

1,116,558 1,362,698 210,000 205,362 － 33

（財）加古川中小企業勤労者

福祉サービスセンター 3,111 139,436 66,028 30,150 － －

ＢＡＮ－ＢＡＮテレビ
（株）

245,062 844,032 84,000 － － －

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

生活安全共済事業
特別会計

－ 7

介護保険事業特別
会計

127 1,725

老人保健事業特別
会計

－ 1,197

国民健康保険事業
特別会計

－ 1,779

農業集落排水事業
特別会計

1,407 64

  （うち  公共） 72,536 3,655

  （うち  特環） 4,186 245

公共下水道事業特
別会計

76,722 3,900

駐車場事業特別会
計

519 95

－

－

2,600

32

86.3%

当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.81

－

－

582

東播磨農業共済事
務組合

－ 49.6%

法適用企業

法適用企業

公設地方卸売市場
事業特別会計

144 20

－

－

財政状況等一覧表（平成１７年度）

備考

備考

基金から834百万円繰
入

基金から14百万円繰
入

基金から848百万円繰
入

15.9%

備考

0.6%

単位：千円

－

－

－


